


地(知)の拠点整備事業（大学COC事業）について
① 第２期教育振興基本計画（平成２５年６月１４日閣議決定）

教育行政の４つの基本的方向性

１．社会を生き抜く力の養成
２．未来への飛躍を実現する人材の養成
３．学びのセーフティネットの構築
４．絆づくりと活力あるコミュニティの形成
～社会が人を育み、人が社会をつくる好循環～
基本施策21 地域社会の中核となる高等教育機関（COC構想）の推進

【基本的考え方】
○ 知的創造活動の拠点である大学等は、地域の中核的存在（Center of Community）である。これらの高等教育機関が有する
様々な資源を活用して、地域が直面している様々な課題解決に取り組むことにより、教育研究機能の向上に資するとともに、
地域の活性化にもつながることから、このような活動に対し、一層の支援を行う。

【主な取組】
21－1 COC構想を推進する高等教育機関への支援
・ 大学等は、教育研究を行うとともに、これらの成果を基にした公開講座の開催や産学官連携による産業振興、スポーツの
推進、防災や環境保全、地域医療・公衆衛生、健康増進、過疎対策など、社会や地域における様々な課題解決に取り組んで
おり、地域の再生・活性化に貢献している。
今後、地域の実情に応じて、学部学科や専門分野の枠を超えて、地域の高等教育機関が全学的に連携し、様々な資源を

活用しながら地域を志向した教育・研究・社会貢献活動を行うことを支援することで、解決困難な地域の諸課題に対して、
学生が課題解決に参画したりするなど、地域との相互交流を促進し、地域から信頼される地域コミュニティの中核的存在
（COC、Center of Community）としての機能強化を図る。

教育基本法（平成18年法律第120号）第17条第１項に基づき政府が策定する教育振興に
関する総合計画である第２期教育振興基本計画（平成25年６月14日閣議決定）で教育行政
の４つの基本的方向性に基づく８つの成果目標と30の基本施策を掲げ、「４つのビジョン、
８のミッション、30のアクションとして体系的に整理し、COC機能を推進する高等教育機関
への支援を明言している。



地(知)の拠点整備事業（大学COC事業）について
② 平成２６年度概算要求の状況

大学改革実行プランや第２期教育振興基本計画等を踏まえ、文部科学省高等教育局大学
振興課所管「地(知)の拠点整備事業」について、前年度と同規模の拠点数(５０件)が新規
採択可能となるよう、平成２６年度概算要求において要求中。



地(知)の拠点整備事業（大学COC事業）について
（参考）平成２５年度採択状況

(2）設置形態別申請・採択大学等数

申請区分
単独 共同 合計

申請数 採択数 申請数 採択数 申請数 採択数

大

学

国立 48 20 3 2 51 22

公立 51 11 7 3 58 14

私立 164 14 16 1 180 15

小計 263 45 26 6 289 51

短
期
大
学

公立 2 0 6 1 8 1

私立 22 2 10 0 32 2

小計 24 2 16 1 40 3

高
等
専
門
学
校

国立 12 1 1 1 13 2

公立 0 0 0 0 0 0

私立 0 0 0 0 0 0

小計 12 1 1 1 13 2

合

計

国立 60 21 4 3 64 24

公立 53 11 13 4 66 15
私立 186 16 26 1 212 17

合計 299 48 43 8 342 56

(1)申請・採択件数

申請区分

単独 共同 合計

申請数 採択数 申請数 採択数 申請数 採択数
採択率

件数 299 48 20 4 319 52 16.3%


